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2019 年 10 月の台風 19 号では長野県千曲川で甚大な洪水氾濫および家屋被害が生じた．本論文は，長野

市長沼地区の堤防決壊により生じた家屋被害と洪水氾濫流の関係を明らかにすることを目的に，数値計算

により氾濫流の挙動を再現し，現地調査より得られた家屋被害状況に対して考察を行ったものである．決

壊した堤防付近に着目した高解像度の氾濫解析を行うことで，甚大な被害を引き起こした氾濫流の 2 方向

への流れを表現することが出来た．家屋の流失や損壊大は，氾濫流の流速が 2 m/s 以上，浸水深が 2 m 以

上の個所で生じていることを示した．このような 2 方向の氾濫流の挙動は広域浸水範囲を対象とした氾濫

解析では再現が難しく，事前の水平避難などを議論する際は高解像度情報を用いた検討が必要である． 
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1. はじめに 

 

近年毎年のように堤防決壊を伴う甚大な洪水被害が日

本の各地で発生している．2019 年 10 月に発生した台風

19 号は，広域での豪雨災害となり，長野県千曲川では

甚大な堤防決壊被害が生じた 1)． 2015年 9月関東・東北

豪雨での鬼怒川の堤防決壊以降，河川の堤防決壊は驚く

べき事例ではなく，家屋の流失や大規模損壊が生じるよ

うな事例が数多く確認されている 2), 3)．このような洪水

氾濫から人命を守るためには事前避難が重要であるが，

避難場所への避難時に河川の氾濫などにより被災した事

例も多数あるため，自宅に留まり 2階などへの垂直避難

が有効な場合もある．また 2020 年の新型コロナウィル

スの感染拡大状況下では，避難所への不要な集合は所内

感染を誘発しかねず，積極的な避難所への避難は避ける

ことも重要となる．このような水平避難と垂直避難の判

断を正確に行うためには洪水氾濫が生じた事例で，家屋

の被害状況を十分に調査し，水深，流速，流体力，家屋

の種類，築年数等に応じて比較検討することが重要とな

る． 

海岸工学の分野では，従来から水害調査マニュアル 4)

の整備や，津波の外力と家屋被害の分類を整理すること

が進められており 5)，2011 年の東北地方太平洋沖地震で

の津波被害を契機に津波被害関数に関する多くのデー

タ・知見がまとめられている．河川の洪水氾濫では，洪

水被害関数に関して佐藤ら 6)，鈴木ら 7)，久松ら 8)の取り

組みなどがある．佐藤ら 6)は，洪水氾濫計算結果と実際

の家屋被害の関係を整理し，流体力が 1.5 m3/s2を越える

と家屋に何らかの被害が発生し，更に 2.5 m3/s2を越える

と居住不可能となる家屋が出現することを示している．

鈴木ら 7)は，2004 年 7月新潟豪雨水害による家屋被害調

査を実施し，浸水深から家屋被害を推計できる被害関数

を構築している．得られた被害関数を，津波氾濫流によ

る家屋被害関数と比較し，流速の相違や漂流物の衝突な

どの影響を被害関数に含める重要性を示唆している．久

松ら 8)は，2015 年 9月関東・東北豪雨の茨城県常総市周

辺を対象に，洪水被害関数を構築し，建物の損害率は階

数と建物の構造に大きく影響を受けることを明らかにし

ている． 

このように河川洪水氾濫と家屋被害の関係を明らかに

するための研究は存在するが，いまだにデータの蓄積が

少ないのが現状である．現在，洪水氾濫時の建物被害調

査のガイドラインの取りまとめも進められており 9), 10) ，

今後は洪水被害関数の蓄積が促進され，水平・垂直避難
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の判断に資する情報の高精度化が可能になると考えられ

る．実際に，洪水浸水想定区域図では，家屋倒壊等氾濫

想定区域が明示されているが，これら対象区域・家屋を

より正確，詳細に推定し，事前の水平避難へとつなげる

事が今後極めて重要となる． 

本論文では，2019年 10月の台風 19号で生じた長野県

千曲川の洪水氾濫を対象とし，長野市長沼地区の堤防決

壊により生じた家屋被害と洪水氾濫流の関係を定量的に

評価する事を目的とする．これにより，今次災害の洪水

氾濫現象のメカニズムを解明するとともに，洪水被害関

数のデータを収集し今後の水平避難の適切な実施を促進

することへの展開が期待される． 

 

 

2. 対象地域の概要 

 

台風 19号により 2019年 10月 11日から 13日にかけて

長野県の千曲川上流域で 200～400 mmの降雨があり，千

曲川で多くの堤防決壊・欠損などの被害が生じた 1)．千

曲川は，信濃川水系で新潟・長野県境より上流が千曲川，

下流が信濃川となる．千曲川の流域面積は，7,163 km2で

あり，直轄区間の流路延長は 134.9 kmである．千曲川お

よび長沼地区の位置関係を図-1 に示す．千曲川は，山

間狭窄部のせき上げによる洪水リスクが従来から指摘さ

れており，実際に多くの洪水が発生している．平成のみ

でも，平成 7 年，10 年，11 年，16 年，18 年に洪水氾濫

が生じている．甚大な堤防決壊が生じた長沼地区の下流

には，立ヶ花狭窄部があり，1000 m を超える川幅が 120

～450 m 程度にまで減少する 1)． 

この長沼地区で台風 19 号により甚大な洪水氾濫が生

じ，多くの家屋で浸水被害が生じた．長野県内で生じた

全壊 920 棟の 9 割以上にあたる 872 棟は長野市で発生し

ている．上述したように長沼地区は洪水リスクが高く，

家屋の流失・大規模損壊などが生じた堤防決壊周辺区域

は，家屋倒壊等氾濫想定区域に指定されていた 11)．著者

らのグループ 11)は，長沼地区を対象とした家屋被害調査

を行っており，損壊大や流失などの顕著な家屋被害は，

堤防決壊箇所から主に 2方向に沿って生じていることを

明らかにしている．2方向とは後述する図-6 に示される

ような南西，北西方向の顕著な氾濫流が，微地形・家屋

群に沿って生じたものである．また，堤防決壊箇所から

約 350 m離れた家屋でも損壊大の被害を確認している．

本洪水氾濫により長野市で 2名の死者が生じているが，

死因は 1階での溺死と水平避難時の溺死と推定されてお

り 12)，2 階に垂直避難したが家屋の流失・大規模損壊な

どにより死亡した事例は現状では確認されていない． 

 

 

3. 洪水氾濫解析手法とデータの概要 

 

千曲川の長沼地区における堤防決壊に伴う洪水氾濫を

再現するため，以下，二つの洪水氾濫解析を行った．一

つは，浸水範囲全体を表現するためのある程度広域の洪

水氾濫で，他方は，堤防決壊付近の氾濫流を表現するた

めの高解像度情報を用いた計算である．高解像度の計算

結果を用いて家屋被害状況との関係を評価する．以下，

各手法とデータの詳細を記す． 

 

(1) 浸水域全体を対象とした洪水氾濫解析 

洪水氾濫計算については，著者らのグループが従来か

ら使用している降雨流出計算および 2次元不定流計算モ

デル 13)を用いて行った．しかしながら，本論文では流出

計算を省き河道部の 1次元不定流計算の上下流端境界条

件に観測流量・水位データを使用して計算を行っている． 

 堤内地の標高データとしては，国土地理院の 30 m メ

ッシュ標高データを使用し，マニングの粗度係数は 0.06

とした．河川の 1次元不定流計算と氾濫計算の結合部は，

両計算の水位，河道両岸の天端高の関係から本間の越流

公式に従い流入出計算が行われる．氾濫計算の空間解像

度は 30 mの構造格子で時間刻みΔt を 0.5 sとした． 

 長沼地区の堤防の決壊状況であるが，調査報告書 1)に

よれば， 2019年 10月 13日の 2:30に越水開始，4:00に堤

防決壊となっている．決壊幅は同報告より 70 m となっ

ているが，30 mメッシュとの結合を良好に行うため，90 

mの堤防決壊幅を使用して計算結果の調整を行っている．

堤防決壊時の流況は本間の越流公式に従い計算され， 

90 mの決壊区間にわたり堤防高さが 1時間で線形的に 0

になるよう設定した．計算を 10 月 13 日 0:00 に開始し

4:00に破堤し，破堤後 24時間まで行った． 

 

(2) 堤防決壊付近の高解像度氾濫解析 

次に堤防決壊付近の氾濫流の挙動を詳細に表現するた

め，高解像度情報を用いた洪水氾濫計算を行った。洪水

 
図-1 千曲川および計算対象領域（長沼地区）の位置関係 

I_620



 

 3

氾濫計算には iRIC・Nays2D Flood を用いた．本モデルの

基礎方程式や計算方法の詳細に関しては参考文献 14)を参

照されたい．上記した浸水域全体を対象とした洪水氾濫

解析手法と同様の不定流計算であり，基礎方程式などに

大きな差異は存在しないが，高解像度かつ家屋被害の議

論では Nays2D Floodが適してくる可能性を考慮し，本モ

デルを使用した．これは，Nays2D Flood では氾濫域の家

屋の抗力・粗度の表現方法に選択肢が多く，家屋での氾

濫水の透過率を考慮した計算の実施なども今後は可能と

考えたためである． 

地形データは，被災後に国土交通省が計測した空間解

像度 2 mの LPデータを用い，空間解像度は 2 mでΔt を 

0.05 sで計算している．被災後の LPデータを用いること

は，流出土砂の 堆積の影響が及ぶ可能性があるが，利

用可能な最も高解像度な地形データであり氾濫流の澪筋

に沿った流れの表現など，氾濫流の流速，流向の検討に

は適していると考え，本研究では被災後の LP データを

使用した．また，流失家屋は LP 地形データに含まれず，

計算水深への影響は懸念されるが，流失家屋および，そ

の後方家屋群への流速を検討する際には氾濫時の家屋の

流失プロセスや流失家屋自体の抗力・透過率などを考慮

しなくても，流失家屋周辺の流速の再現は可能と考える．

また，流失していない既存家屋は，LP 地形標高データ

に含まれており，抗力，透過率などの設定を行わずに，

LP データそのままを用いて計算を実施している．つま

り，家屋が不透水の地形として計算されることになるが，

この点の影響は今後検討する必要がある点は注意された

い． 

マニングの粗度係数を 0.03, 0.04, 0.05とした 3ケースの

計算を行った．計算領域への流入境界条件として，赤堀
15)を参考にした．赤堀 15)は，氾濫水の総量と氾濫継続時

間の関係から，堤防決壊後から氾濫終了までにコンスタ

ントに流出があれば流入量 400 m3/s という値を推測して

いる．本研究では，ピーク時付近はこれを上回る氾濫流

が生じたものと考え，堤防決壊箇所から 500, 600 m3/s の 2

ケースの流入量を一定で与えた．その理由は氾濫流の挙

動を，定常に近い状態のスナップショットととらえてい

るためである．このようなスナップショットの状態で計

算を行ったのは，（１）の浸水域全体を対象とした計算

では，堤防決壊の時間変化を堤防高さが 1時間で線形的

に 0になるよう設定するなど曖昧な状況があるためであ

る．この（１）の流入境界条件でも 400~700 m3/s 程度の

流入が生じていたことを確認している．また，越流公式

を用いた堤防決壊付近の河川水位と浸水深の関係から，

最大で 600 m3/s 程度の流出は十分に生じえると算定され

たため，最大を 600 m3/s としている．氾濫域の下流端は

自由流出条件としており，下流端の湛水状況は考慮して

いない．計算期間は 10月 13日 3:00から 6:00までの 3時

間を対象とした．  

 

(3) 家屋被害の調査結果 

家屋被害の調査結果は，著者らのグループの調査結果
11)を用いる．水害後に長沼地区を対象とした調査より，

流失，損壊大，損壊中，損壊小の建物被害の空間分布を

報告している．家屋被害調査・分類は水害調査マニュア

ルに基づいて行われている．流失および損壊大の被害が，

事前の水平避難が必要不可欠であった状況としている．

また浸水深も同時に計測されており， それらの値も使

用する． 

 

 

4. 数値計算結果と考察 

 

上記したように，長沼地区における家屋被害の中でも

甚大な家屋被害は 2 方向に沿って生じており，2 方向に

顕著な氾濫流が生じたことが容易に推測され，複数メデ

ィアの氾濫状況の空撮動画からもこの流況が実際に確認

されている．以下，洪水氾濫解析により上記の流れの再

現が可能かを検証する．  

 

(1) 浸水域全体を対象とした洪水氾濫解析 

浸水域全体を対象とした洪水氾濫計算結果を図-2 に

示す．これは破堤後 24 時間までの最大深水深を示して

いる．浸水範囲は調査報告書などの浸水調査結果の浸水

範囲を良好に再現できていると考える．図-3 に観測と

計算より得られた浸水深の比較を示す．この観測結果は

二瓶らの調査結果 1)を用いている．比較より計算結果は

ある程度良好な一致を示しているが，RMSE が 1.2 m と

大きいため今後更なる改善が必要となる．計算値が 6 m

を越え過大評価の個所が 3地点ほどあるが，これは支川

の影響を受けているためである．更に良好な結果を得る

ためには広域での氾濫解析でも 5 m程度の地形・空間解

像度を用いた計算が必要になると考える．また，破堤プ

ロセスの詳細な組み込みや，排水過程の組み込み 1)など

も，計算結果の改善のためには必要と考えられる． 

ここで破堤点付近の流況を確認するため，図-4 に長

沼地区の堤防決壊付近を拡大した計算結果を示す．この

ように解像度 30 mの地形データを用いた解析では，2方

向の氾濫流などの詳細な流況は再現できていないことは

明らかである．また確認のため図-5 に 5 m DEM を使用

した計算結果の拡大図も示す．こちらの計算では浸水深

でのチェックなどの，チューニングは行っていない点に

注意されたい．5m のほうが詳細な流速分布を表現可能

ではあるが，2 方向の流況などが確認できるほどではな

い．よって，これら堤防決壊付近では更に高解像度の計

算を実施する必要がある． 
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(2) 堤防決壊付近の高解像度氾濫解析 

次に高解像度の洪水氾濫計算を行った結果を示す．図

-6 は，計算より得られた最大流速の空間分布に家屋の

被害状況 11)を追記して示している．流入量は 600 m3/s, 地

表面の粗度係数は 0.04で計算したケースを示している．

結果より，南西・北西の 2方向に顕著な流れが生じてい

ることがわかる．この早い流れに伴い，流失，損壊大の

家屋被害が生じていたことが図より確認される．また，

2 方向のみならず，北向きの流れも存在し家屋被害も生

じていることから，実際には 3方向に顕著な流れが発生

していたことが確認された．このように詳細な LP 地形

データを用いた計算を行うことが破堤点付近の流況を表

現するためには必要なことがわかる．図-7 に，最大流

速と浸水深および家屋被害の状況をまとめたものを示す．

最大流速は 6ケースの平均値を用い，浸水深は計算値で

はなく現地で計測した実測の値を用いている．流速の値

は家屋近傍の代表的な数地点を流況に応じて選定し，そ

れらの平均値を使用している．6 ケースの計算の違いで

は，流入量 500 m3/s と 600 m3/s の相違よりも，粗度係数

の違いが流速に与える影響が大きかった．このように粗

度係数の設定が流速に影響を与えるため，図-7では6ケ

ースの計算結果の平均を使用している．本来であれば最

も妥当なケースの値を示したいが，妥当なケースの検証

が氾濫流の流速では粗度係数の影響などを受け難しいた

め平均値を使用している．図より，流速が 2 m/s程度, 浸

水深が 2 m程度を越える場合に，家屋の損壊大や流失が

生じていることがわかる．また，浸水深が 2 mを超える

箇所でも被害が大きくない箇所は流速が小さいことがわ

かる． 

以上，被災後に計測された LP 地形データを用い，空

間解像度 2 mの計算を行うことで，破堤点付近の氾濫流 の挙動を表現することが出来た．これにより，家屋の流

 
図-2 広域での洪水氾濫解析結果 

 
図-3 計算と実測浸水深の比較 

 
図-4 破堤点付近の最大流速の空間分布 

 

図-5 破堤点付近の最大流速の空間分布 (5 m DEMを使用) 
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失や損壊大は流速が大きい個所で生じていることを確認

することが出来た． 

 

(3) 既往研究との比較 

 浸水深が 2 mを超えると甚大な家屋被害が生じるとい

う結論は，鈴木ら 7)の 2004年新潟豪雨での事例でも確認

されており，本論文と同様の結論と考えられる．東北地

方太平洋沖地震津波では家屋被害と津波外力の関係が整

理されており 16)，やはり浸水深 2 mが一つの目安として

示されている．本論文では流速も考慮しており，浸水深

2 m 程度でも流速が極めて大きい場合には流失が生じえ

る点は注意が必要である．また流体力に関して，佐藤 6)

らの流体力換算では 2.5 m3/s2以上で甚大な被害が生じる

としていた．また，河田・中川 17)の研究では，流体力が

10 m3/s2が程度を超えると大破が多くなり，20 m3/s2を越

えると流失との明確な関係が見られることが報告されて

いる．本論の結果を用いて流体力（水深×流速の二乗）

を算定した結果を図-8 に示す．計算より求めたピーク

時の水深と流速より算出している．4 棟の家屋流失が生

じた個所では 20 m3/s2程度を越えており，その他，2.5, 10 

m3/s2の境界と家屋の被害状況にも，ある程度の相関がみ

られる． 

 以上，本論文での家屋被害と流体力の関係は，既往研

究の報告と整合性を確認することが出来た．しかしなが

ら，建物の構造や築年数での分類なども，今後は検討が

必要である． 

 

 

5. まとめ 

 

本論文は，2019 年台風 19 号による千曲川での洪水氾

濫の状況を数値計算より再現し，長野市長沼地区での家

屋被害と氾濫流況の関係を解析したものである．以下に

本論文の解析結果より得られた知見を列挙する． 

 

1) 30 m DEMデータを用いた浸水範囲全体を表現する

ための洪水氾濫解析では，堤防決壊付近の流況は

表現できず，当然ながら高解像度情報を用いた計

算が必要であることを再確認した． 

2) 被災後のLPデータを用いた高解像度の氾濫解析を

行うことで，破堤点付近の流況，特に2方向に沿っ

て流速の大きい流れを表現することが出来た．こ

のような流れは，5 m DEMなどを用いた計算でも確

認できていない． 

3) 甚大な家屋被害として，家屋の流失，大規模損壊

が生じていた個所は，上記2方向の顕著な流況が見

られた個所であることが確認された．また，最大

流速が2 m/s，浸水深が2 mを越えると家屋の流失，

大規模損壊が生じることが今次災害の事例でも確

認することが出来た． 

 

図-7 最大流速，浸水深と家屋被害の関係 
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図-6 最大流速の空間分布と家屋被害の関係 

 

図-8 最大流体力の空間分布と家屋被害の関係 
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以上，本論文では家屋被害と洪水氾濫流の関係を高解

像度情報を用いた氾濫解析より整理することが出来た．

しかしながら，洪水被害関数のデータの蓄積は，本論文

のみでは不十分であり，今後の更なる蓄積が重要となっ

てくる．また，解析手法でも氾濫解析の下流端境界条件

を自由流失と取り扱う点，堤防破堤，家屋流失の時間的

変化が取り込めていない点など，今後も手法の改善は必

要である． 
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RELATIONSHIP BETWEEN FLOOD INUNDATION FLOW AND BUILDING 
DAMAGE DUE TO FLOOD DISASTER AT CHIKUMA RIVER IN NAGANO 

PREFECTURE IN 2019 
 

Bambang PRIYAMBODOHO, Ryusei YAGI, Shouma ISHIKAWA, Ayane KIDOU 
and Shuichi KURE 

 
A heavy rainfall caused by Typhoon No. 19 resulted in flood inundation at the Chikuma River in Nagano 

Prefecture Japan on October 13, 2019. In particular, severe flood inundation damages at Naganuma district 
along the Chikuma river were observed. In this paper, flood inundation situations and building damages in 
the district were focused and reported based on an on-site field survey and numerical simulations.  

   From the results of analysis, it was found that highly damaged houses were concentrated along the two 
flow pathways in the inundation areas because of the local bathymetry and land surface roughness. Also, 
highly damaged houses were found in the zone where the maximum flood flow velocities are more than 2 
m/s and inundation heights are more than 2 m. We concluded that the high resolution information would 
be required to represent the flow behavior and building damages near the river bank failor point. 
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